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●請願の審査

 請願第 ９２号 

川崎市発注における工事の入札制度に関する請願

平成２７年１月２８日 

財 政 局



（１）本市の工事請負の指名競争入札の状況

① 対　象 指名競争入札 予定価格（税込み）が１０００万円未満
※予定価格（税込み）が１０００万円以上は一般競争入札

※地方公共団体の契約 原則として一般競争入札

② 指名業者の選定方法

「川崎市競争入札参加者選定規程」

「指名業者選定運用基準」

川崎市競争入札参加者選定規程（抜粋） 指名業者選定運用基準（抜粋）

（指名基準）

（１）当該工事に対する地理的条件

(1) 不誠実な行為の有無その他の信用状態 （２）指名及び契約の実績

(2) 工事成績 など

(3) 手持ち工事の状況

(4) 当該工事施工についての技術的適性

契約方法別契約件数

政令指定都市の指名競争入札の状況

１０００万円未満 （川崎市を含む。）

２０００万円未満

業種ごとに違う金額で判断

指名競争入札未実施

内容によって実施

７２７

１都市

４０２

６２３

１０９８

平成２４年度 平成２５年度

２１８

４６３

４６

６５８

７８

１１８０

８都市

５都市

平成２６年１１月３０日現在

第１２条　工事請負契約について指名競争入札
に参加する者を指名しようとするときは、次の
各号に掲げる事項に留意しなければならない。

指名基準の留意事項

４都市

４４４指名競争

計

契約方法

２都市

随意契約

一般競争

平成２６年度

７３

１ 発注時における地域性重視（区単位）

参 考
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（２）発注時における地域性重視の取組み状況

① 市内中小企業優先発注（契約条例第４条第４号）

② 指名競争入札

一般競争入札の事例

　 ア 南北入札の実施

平成２５年２月から土木・舗装工事で試行実施

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度 （平成２６年１１月３０日公告分まで）

イ 災害時協力体制を入札参加条件とした入札の実施

平成２５年１２月から試行実施

平成２５年度 １０件

平成２６年度 ５５件 （平成２６年１１月３０日公告分まで）

ウ 総合評価一般競争入札における評価項目

災害時協力体制

本社の所在地

建設機械の保有（平成２７年度の契約案件から追加）

（３）今後の方向性

① 指名競争入札の地域性の重視

② 指名競争入札の上限の引上げ

１４件

地域に貢献していることが客観的に確認できるものについて検討してい
く。

地方公共団体の契約は、一般競争入札が原則であることから、指名競争入
札の上限金額を引上げることは適当でないと考える。

特に当該工事の履行場所である区内に本社を有する企業をできる限り選定す
るよう配慮

２件

「予算の適正な使用に留意しつつ、市内の中小企業の受注機会の増大を図るこ
と」
　→　原則として、市内の中小企業を選定する。

３０件

参 考
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（１）現状の取組み状況

① 指名競争入札

ア 全て無償により配布

電子データ又は紙ベースで配布

② 一般競争入札

ア 一部無償により配布

一般競争入札の公表と同時にダウンロード

イ その他は有償により配布

（２）工事発注事務の流れ（設計図書関係）

現状 無償のフロー

有償のフロー

（参考）政令指定都市の図面の無償化の状況

・全て無償により配布

・一部無償により配布 （川崎市を含む。）

・全て有償により配布

（３）今後の方向性

今後、拡大に向けて庁内で調整中。

１　入札参加申込
２　青焼き業者へ
設計図書購入申込

１２都市

７都市

１都市

入札参加業者が
青焼き業者から
有償で設計図書

購入

入札参加申込
入札参加業者が市ホームページから
図面等を無償でダウンロード

見積り後入札
市ホームページへ
一般競争入札の

公表

２ 建設工事発注時における図面の無償化
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神奈川県 

特別調査 

川 崎 市 

特別調査 

相模原市 

特別調査 

横 浜 市 

特別調査 

神奈川県 

川 崎 市 相模原市 

横 浜 市 
４者で 

協議・決定 
神奈川県全体 

の資材等単価 

１月 

資材等単価表 

川崎市 

神奈川県 

川 崎 市 相模原市 

横 浜 市 

４者で協力 

● 物価資料（市場流通価格を反映した市販の物価資料） 

一般財団法人 物価調査会

一般財団法人 経済調査会

● 特別調査（物価資料に掲載の無い資材等） 

● 原則年４回の資材等単価表を設定 

１０月 

資材等単価表 

川崎市 

７月 

資材等単価表 

川崎市 

４月 

資材等単価表 

川崎市 

公 表 

● 公文書館 

● 情報プラザ 

● インターネット（ＨＰ） 

物価資料の材料単価

特別調査の材料単価

実勢の取引価格を把握する調査を４者で分担 
（調査会社は物価調査会や経済調査会など） 

資材等単価表の作成フロー 

３ 工事単価の引き上げ

4



● 資材単価の採用順位 

第１位 資材等単価表（公表） 

第２位 物価資料（市場の取引価格を反映した市販の物価資料） 

第３位 「特別調査（臨時）」若しくは「見積り」

● 今後の方向性

比較的設計数量が少量の資材単価の設定方法について、他都市の状況を把握しなが

ら、神奈川県内の調整を行い検討する。 

個々の工事の積算に使用する資材単価について 

１月 

資材等単価表 

川崎市 

１０月 

資材等単価表 

川崎市 

７月 

資材等単価表 

川崎市 

４月 

資材等単価表 

川崎市 

高額資材について実態調査をする 

１資材の材料価格が１０万円以上 

調達価格（材料単価×使用数量） 

が１００万円以上 

① 特別調査（臨時） 

[実際の取引価格を把握する調査] 

ＹＥＳ ＮＯ

② 見積り 

数量、納入場所等条件を明示 

３社以上見積を取得 

異常値を排除した最低価格を採用 

数量、納入場所等条件を明示 

調査会社は物価調査会や経済調査会 など 

一般財団法人 物価調査会 一般財団法人 経済調査会
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（１）現状の取組み状況

① これまでの取り組み状況

ア 早期発注に向けた取組み（上半期の発注率　執行額/予算額）

※ 平成２１年度から早期発注の取組を実施

イ 年間発注予定の早期公表

入札参加業者の受注しやすい環境づくりへの配慮

② 早期発注が困難な案件

ア 工期限定の案件

イ 関係機関との調整が必要な案件

（２）今後の方向性

債務負担行為の活用

平成２６年１１月３０日現在

早期発注実施前（平成２０年度）

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２６年６月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の第
２２条に規定された国が策定する「発注機関事務の運用に関する指針」の骨子
案において、債務負担行為の積極的な活用などが示されている。

金額ベース

７０．４％

７１．１％

６５．６％

３４．７％

４ 発注時期の平準化

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成２４年度 88 24 69 78 52 98 152 119 196 49 84 93
平成２５年度 89 30 83 66 72 99 124 136 180 59 50 37
平成２６年度 92 23 87 85 58 99 140 97
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競争入札における月別の契約件数
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